
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
長手方向に引き揃えられた無機繊維を熱可塑性樹脂で含浸した線状物の表面に熱可塑性樹
脂を被覆した被覆線状物の複数を、縦横に格子状に配列して成形してなるネット。
【請求項２】
長手方向に引き揃えられた無機繊維を熱可塑性樹脂で含浸した線状物の表面に熱可塑性樹
脂を被覆した被覆線状物の複数を、編織若しくは織成してなるネット。
【請求項３】
被覆の平均厚みが０．２～１．０ｍｍである請求項１または請求項２に記載のネット。
【請求項４】
地盤補強材に用いる請求項１ないし請求項３のいずれかに記載のネット。
【発明の詳細な説明】

本発明は、長期間寸法変化が少なく、耐食性、復元性、折り曲げ耐力およびクリープ特性
が優れた軽量高強度なネットに関する。
産業上の利用分野の例として、海水取り入れ口のフィルターおよび化学工場の排水処理場
のフィルター等耐食性が要求されるネット、非電導体であることから電波障害ネット、電
気絶縁性を利用した電気設備の安全柵、耐海水腐食性を利用し養殖生け簀ネット等に有用
であり、特に地盤補強材として好適なものである。
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従来公用の産業用ネットとしては、ステンレススチールの線材で織られたネットが多く使
われているが、重量が重いため運搬作業や取付作業が大変であるという欠点を有している
。近年、作業者の老齢化と共に、この欠点はより深刻になってきている。そこで、軽量化
の目的で開発されたのがポリエチレンテレフタレート樹脂モノフィラメントのネットであ
る。このネットは、軽く耐食性の優れた熱可塑性樹脂であるポリエチレンテレフタレート
樹脂を押出機によって押し出したモノフィラメントもしくはポリエチレンテレフタレート
樹脂を延伸したモノフィラメントを用いてネットにしたものである。
中でも、延伸されたモノフィラメントを用いたネットは、強度が高という利点を有してい
るが、連続的荷重付加に対してはクリープ現象が生じてネットが変形してしまうという欠
点を有している。さらに、延伸物であるために、高温下や長期間の使用で寸法が縮み、ネ
ットを取り付けた枠からネットが外れるという現象が起こる。この様な現象が海水取り入
れ口のフィルターなどで起こると、ネットで堰き止められるはずの異物が通り抜けてしま
い、本来の目的であるフィルターの役目を果さなくなる。
また、地盤補強材用ネットとして、網状の高分子材料であるジオテキスタイルがある。こ
のネットは、土地造成、道路、鉄道などの土工事分野において、軟弱地盤の安定化処理、
盛土の安定化および円弧滑りの防止等に用いられる。
網の目の形状を有するジオテキスタイルは、地盤の滑り破壊防止を目的とした地盤同士の
噛み合わせや、土中に浸透した水などの速やかな排除などに有用であり、ジオテキスタイ
ルの特性である引張り抵抗や土との摩擦抵抗等の高さを生かして、土塊全体の強化を図る
ことができる。この様なジオテキスタイルを用いる補強土工法は、施工が比較的容易で、
工期の短縮や土構造物の重量低減が可能とされる特徴を有している。
ジオテキスタイルの中でも高い強度を有するジオグリッドは、主に高密度ポリエチレン（
ＨＤＰＥ）やポリプロピレン（ＰＰ）、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）等の高分
子材料から得られ、ポリマーグリッドとも呼ばれている。しかし、この様なポリマーグリ
ッドであっても、高分子材料の致命的欠点である伸び変形し易いという特性を有しており
、１５～２０％程度に引き延ばされた時点での引張強度が最も強力に作用するのに対し、
土は２～５％に引き延ばされ歪んだときに崩壊を始めるという特性を有していることから
、ジオグリッドでは、土が崩壊を始める初期段階において地盤の滑り破壊を充分に防止で
きないという欠点を有している。
この様な問題を解決し、高強度、高弾性率および高いクリープ特性を持たせるため、熱硬
化性樹脂や熱可塑性樹脂を連続繊維で強化してグリッド状に一体成形したファイバーグリ
ッドが開発されている。この内容は、特開平７－１７３８２４号公報等に開示されている
。
しかし、ファイバーグリッドは、柔軟性と耐衝撃性に乏しいため、凹凸の激しい場所や岩
石等の多い場所で施工すると曲げ応力に耐え切れなかったり、岩石等の落下による衝撃荷
重に耐え切れず連続繊維が損傷してしまうという欠点を有している。これに対し、特開平
５－２３９８２２号公報に、特定量の連続繊維を熱可塑性樹脂で含浸させた特定厚みから
なるリブをネット状にした地盤補強材が開示されている。この方法により、補強材に柔軟
性を持たせることができたが、厚みの不足から耐衝撃性に関しては何ら改善させることは
できなかった。
また、我が国では、土地の確保が困難になってきているため、急勾配盛土や擁壁盛土など
の法面勾配の急な盛土が多くなってきており、盛土底面積、すなわちポリマーグリッド等
の補強材が充分な効果を有する程の大きさを取れなくなってきている。また、敷設面積が
充分に取れない軟弱地盤地帯での補強工事では、従来のコンクリート擁壁や石積み等の方
法に頼らざるを得ないのが現状であった。

本発明の目的は、長期間寸法変化が少なく、耐食性、復元性、折り曲げ耐力およびクリー
プ特性が優れた軽量高強度なネットを提供することである。
本発明の１つである長繊維強化ネットは、長手方向に引き揃えられた無機繊維を熱可塑性
樹脂で含浸した線状物の表面に熱可塑性樹脂を被覆した被覆線状物の複数を、縦横に格子
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状に配列して形成してなるネットである。
本発明の１つである長繊維強化ネットは、長手方向に引き揃えられた無機繊維を熱可塑性
樹脂で含浸した線状物の表面に熱可塑性樹脂を被覆した被覆線状物の複数を、編織若しく
は織成してなるネットである。

図１は、織成して得た長繊維強化ネットの立面図である。
図２は、織成して得た長繊維強化ネットの平面図である。
図３は、無機繊維を熱可塑性樹脂で含浸させた線状物の横断面図である。
図４は、図３の線状物の表面に熱可塑性樹脂を被覆した被覆線状物の横断面図である。
図５は、格子状に配列し成形して得た長繊維強化ネットの立面図である。
図６は、図５を構成している１本の被覆線状物（ネット単糸）の断面斜視図である。
図７は、被覆線状物の製造装置の一例を示す概略構成図である。
図８は、実施例４と比較例５とのネット単糸の引張りクリープ特性の相違を示すグラフで
ある。

本発明のネットに用いる線状物、被覆線状物およびそれらの製造方法を具体的に説明する
。
まず、本発明の長繊維強化ネットを図１に沿って説明する。
図１は、長手方向に引き揃えられた無機繊維を熱可塑性樹脂で含浸した線状物を織成して
得た長繊維強化ネットの一例を示すものである。
図１において、本発明の長繊維強化ネットは、曲折自在の線状物からなるネット単糸をク
リンプ織機で織り込んで網状物にしたものである。また、図２は、図１の長繊維強化ネッ
トを鉛直方向に切断した時の平面図である。
この様な長繊維強化ネットを構成する線状物は、無機繊維を熱可塑性樹脂で含浸した線状
物であるため優れた復元力を有し、大きな荷重が掛かり過ぎるとネットの形状は変形する
が、荷重が減少すると元の形状に復元する。また、長手方向に引き揃えられた無機繊維に
より経時変化が非常に少なく、取り付けた枠からネットが外れるようなことはない。
図３は、線状物を長手方向に対して垂直に切断した時の断面図である。ここでは、一例と
して真円状の断面図を示したが、断面形状に制限はなく、楕円であっても、長方形であっ
ても時には多角形であっても何ら差し支えないが、編織、織成および格子状に配列しやす
い形状、例えば円形や横に長い長方形が好ましい。
線状物の直径や厚みが１ｍｍ以下の場合、細すぎてネットの持つ剛性が小さくなり過ぎた
り、衝撃によって縦割け現象が発生し易くなり、ネットの強度を極端に低下させてしまう
。他方、１０ｍｍを越えるとネットに加工することが難しくなる。
図４は、図３の線状物の表面に熱可塑性樹脂を被覆した被覆線状物の横断面図であり、被
覆層１と線状物２で構成されている。
被覆層１は、線状物２の外周全面に形成される。被覆層１の平均厚さは、０．２～１．０
ｍｍ、好ましくは０．３～０．８ｍｍの範囲内に設定される。被覆層１の厚さが０．１ｍ
ｍより薄い場合は、折り曲げ耐力が極端に低下し、他方、１．２ｍｍより厚い場合には、
折り曲げ耐力が、材料の使用量に対応して向上しなくなると共に、被覆層１が厚くなりす
ぎて取り扱いが不便になる。
図５は、被覆線状物を用いた長繊維強化ネットの一例を示すものである。図５において、
本発明の長繊維強化ネット５０は、曲折自在の被覆線状物からなるネット単糸２０を、複
数縦横格子状に配列し、縦横のネット単糸２０の各交点２２を固着することにより多数の
網目２４を形成した網状物である。
図６は、前記被覆線状物の一例を示す斜視図である。図６中、３は長手方向に引き揃えら
れた多数の無機繊維で、連続した長さを有するものである。図６においては、矢印Ｘ方向
に引き揃えられている。
前記無機繊維３には、この連続無機繊維３を相互に接着させる熱可塑性樹脂４が含浸され
ており、これら無機繊維３と、熱可塑性樹脂４とからテープ状、線状等の各種の形状の線
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状物２が形成される。
前記線状物２の外周面５には、被覆層１が被覆されており、全体として一方向に（本図に
おいて矢印Ｘ方向）長いテープ状又は糸状等の被覆線状物１００を形作っている。
〔熱可塑性樹脂〕
前記線状物２の構成成分である熱可塑性樹脂４は、無機繊維３に含浸されうる熱可塑性樹
脂であれば如何なる種類のものでも使用できる。
上記の熱可塑性樹脂４としては、下記のものが例示できる。
・ポリ－α－オレフィン樹脂：ポリエチレン樹脂、ポリプロピレン樹脂、ポリ－１－ブテ
ン樹脂、ポリ－４－メチル－１－ペンテン樹脂、プロピレン－エチレン共重合体樹脂、及
びプロピレン－１－ブテン共重合体樹脂
・ポリエステル樹脂：ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート、及び
ポリエチレンテレフタレートイソフタレート
・ポリアミド樹脂（ナイロン）：ポリアミド－６、ポリアミド－７、ポリアミド－６６、
ポリアミド－６１０、ポリアミド－１１及びポリアミド－１２；
・ポリアセタール
・ポリウレタン
・上記樹脂の２種以上からなる組成物、及び２種以上からなるポリマーアロイ。
これらの熱可塑性樹脂のうち、汎用性及び機械的強度等の観点から、結晶性ポリオレフィ
ン、特に結晶性ポリプロピレンが好ましい。
樹脂が、ポリオレフィン（ポリ－α－オレフィン）の様に分子末端基に無機繊維、特にガ
ラス繊維に対する界面接着性を付与するための反応性官能基又は極性官能基を有しない場
合は、樹脂を不飽和酸又はその酸無水物等の誘導体もしくはシラン系カップリング剤等で
改質する方策及び／又は不飽和酸で改質された重合体を非改質樹脂に必要量配合する方策
等を施すことが、界面接着性改善に有効である。
上記の改質剤として用い得る不飽和酸は、通常は脂肪族不飽和酸が好ましく、このような
不飽和酸としてアクリル酸、メタクリル酸、マレイン酸、シトラコン酸及びメサコン酸か
ら選ばれる１種以上が例示できる。特に好ましくはマレイン酸である。
改質剤として用い得る不飽和酸無水物等の誘導体は、通常は脂肪族不飽和酸無水物が好ま
しく、無水マレイン酸及び無水イタコン酸から選ばれる１種以上が例示できる。特に好ま
しくは無水マレイン酸（マレイン酸無水物）である。
また、改質剤として用い得るシラン系カップリング剤としては、ビニルトリメトキシシラ
ン等のビニル系シラン、Ｎ－（２－アミノエチル）３－アミノプロピルメチルジメトキシ
シラン等のアミノ系シラン、３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン等のエポキシ
系シランおよび３－メタクリロキシプロピルトリメトキシシラン等のメタクリロキシ系シ
ランから選ばれる１種以上が例示できる。
本発明においては、このような改質剤を用て上記熱可塑性樹脂を改質する際、必要に応じ
て有機過酸化物を用いてもよい。有機過酸化物としては、 2,5-ジメチル（ t-ブチルパーオ
キシ）ヘキサン、 1,3-ビス（ t-ブチル -オキシイソプロピル）ベンゼン、ジクミルパーオ
キサイド及びベンゾイルパーオキサイド等を例示することができる。
線状物２の構成成分の上記熱可塑性樹脂４としては、上記のように非改質樹脂及び改質樹
脂を単独で用いてもよいし、これらのうち少なくとも２種を組み合わせて樹脂組成物とし
て用いてもよい。熱可塑性樹脂組成物中の改質樹脂の配合量は、無機繊維３と熱可塑性樹
脂４とを強固に結合させるために十分な量とすることが好ましい。
上記改質樹脂、改質樹脂組成物は、例えば、熱可塑性樹脂と、改質剤と、有機過酸化物と
を、ヘンシェルミキサー（商品名）等の混合手段で混合した後、押出機に供給して溶融混
練し、次にこの溶融混練物を押し出し成形することにより製造することができる。
また、線状物２を構成する熱可塑性樹脂４は、必要に応じて各種の下記添加剤を１種以上
配合することができる。
・酸化防止剤、耐熱安定剤、紫外線吸収剤、樹脂状破壊防止剤、帯電防止剤、潤滑剤、可
塑剤、離型剤、難燃剤（耐炎剤）、難燃助剤及び結晶化促進剤（造核剤；結晶化剤）並び
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に染料及び顔料等。
これらの添加剤はマトリックスとなる上記の熱可塑性樹脂に予め配合された状態で用いて
もよく、マスターバッチの状態で用いてもよい。
〔無機繊維〕
本発明において、線状物２の構成成分である無機繊維３は、各種の無機繊維から製造され
たものを用いることができる。無機繊維は例えば、ガラス繊維、岩綿（ロックウール）、
石綿、石英繊維、金属繊維、ウィスカー（ホイスカー）及び炭素繊維等が好ましい。
これらの繊維の中で、その性状及び入手容易性等の点で通常的にはガラス繊維が好ましい
。ガラス繊維としては、硬質ガラス繊維が好ましく、特に、無アルカリガラスであるＥガ
ラス繊維が好ましい。このガラス繊維としては、樹脂強化用として通常的に製造されて市
販されているガラスロービングを用いることができる。このガラスロービングは、一般に
はその平均繊維径４～３０μｍ、フィラメント集束本数４００～１００００本、Ｔｅｘ番
手３００～２００００のものであるが、本発明において用いる場合には平均繊維径９～２
３μｍのものが好ましい。必要に応じて、これらのガラスロービングを合糸して用いるこ
ともできる。
上記無機繊維３は、例えば、シラン系カップリング剤、チタネート系カップリング剤、ボ
ロン系カップリング剤、アルミネート系カップリング剤等の表面処理剤で表面処理するこ
とが好ましい。無機繊維３に表面処理が施されると、ポリプロピレン等の疎水性樹脂に対
する親和性が高められ、無機繊維３、特にその開繊物の間にポリプロピレン等の樹脂が含
浸されやすくなり、引張強度の向上が著しいものである。
上記の無機繊維３は、単独で用いてもよく、また２種以上を組み合わせて用いてもよい。
〔線状物〕
上記熱可塑性樹脂４と無機繊維３とを用いて線状物２を製造する方法としては、略平行に
配列された無機繊維３の内部に溶融状態の上記熱可塑性樹脂４を含浸させる方法を挙げる
ことができる。無機繊維３に樹脂を含浸させる際には、無機繊維３を平面上に可能な限り
均一に開繊し、その開繊物に樹脂を均一に含浸させることにより、得られる繊状物２の機
械的強度を向上させることができる。
無機繊維３に熱可塑性樹脂４を含浸させる方法は、無機繊維に熱可塑性樹脂を含浸させ得
る方法であれば如何なる方法であってもよい。例えば、この含浸方法として特公昭６３－
３７６９４号公報、特公平４－４１８８６号公報及び特開昭６１－２２９５３４号公報等
に開示されている方法を挙げることができる。
この種の線状物は、例えば、ロービング等の無機繊維を平面上に均一に開繊した後に、押
出機内で溶融混練されている熱可塑性樹脂をこの無機繊維に均一に含浸させて形成させる
ことができる。
線状物２中の無機繊維３の含有量は、１０～８０重量％が好ましく、特に３０～７０重量
％が望ましい。上記含有量の範囲内にすることにより、無機繊維と熱可塑性樹脂とが充分
接触し、無機繊維同士が熱可塑性樹脂によって相互に一体的に結合される。
無機繊維の含有量が５重量％以下の場合は、引張強度等の補強効果が充分には発現しない
場合がある。一方、無機繊維の含有量が９０重量％以上の場合は、却って充分な補強効果
が発現されない場合がある。その原因は、熱可塑性樹脂が無機繊維に充分に含浸されない
ことにあると解される。
〔被覆層〕
被覆層１は、上記の線状物２の外周面に所定性状の熱可塑性樹脂で形成された層である。
被覆層１を構成する熱可塑性樹脂は、上記の線状物２を構成する熱可塑性樹脂と別異種の
ものでもよいが、線状物２を構成する熱可塑性樹脂と同種の樹脂が好ましい。若しくは、
線状物２を構成する熱可塑性樹脂に対して相溶性を有するもの好ましい。これらの熱可塑
性樹脂が相互に同種類の樹脂であるか、又は相溶性を有する場合は、被覆層１と線状物２
との界面において高い結合力が形成される点で好ましいものである。
被覆層１を構成する熱可塑性樹脂としては、下記のものを例示できる。
・ポリ－α－オレフィン樹脂：ポリエチレン樹脂、ポリプロピレン樹脂、ポリ－１－ブテ
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ン樹脂、ポリ－４－メチル－１－ペンテン樹脂、プロピレン－エチレン共重合体樹脂及び
プロピレン－１－ブテン共重合体樹脂
・ポリエステル樹脂：ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート及びポ
リエチレンテレフタレートイソフタレート
・ポリアミド樹脂（ナイロン）：ポリアミド－６、ポリアミド－７、ポリアミド－６６、
ポリアミド－６１０、ポリアミド－１１及びポリアミド－１２；
・ポリアセタール
・ポリウレタン
・上記の２種以上からなる組成物、及び２種以上からなるポリマーアロイ。
熱可塑性樹脂が、ポリオレフィン（ポリ－α－オレフィン）の様に分子末端基に無機繊維
、特にガラス繊維に対する界面接着性を付与するための反応性官能基又は極性官能基を有
しない場合には、熱可塑性樹脂を不飽和酸又はその酸無水物等の誘導体もしくはシラン系
カップリング剤等で改質する方策、及び／又は不飽和酸で改質された重合体を非改質樹脂
に必要量配合する方策等を施すことが有用である。
これらの中では、汎用性及び機械的強度等の観点から、結晶性ポリオレフィン、特に結晶
性ポリプロピレンが好ましい。
上記の改質剤として用い得る不飽和酸は通常は脂肪族不飽和酸であって、例えばアクリル
酸、メタクリル酸、マレイン酸、シトラコン酸、及びメサコン酸から選ばれる１種以上で
あって、好ましくはマレイン酸である。
改質剤として用い得る不飽和酸無水物等の誘導体は通常は脂肪族不飽和酸無水物であって
、例えば無水マレイン酸、及び無水イタコン酸から選ばれる１種以上であって、好ましく
は無水マレイン酸（マレイン酸無水物）である。
また、改質剤として用い得るシラン系カップリング剤としては、ビニルトリメトキシシラ
ン等のビニル系シラン、Ｎ－（２－アミノエチル）３－アミノプロピルメチルジメトキシ
シラン等のアミノ系シラン、３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン等のエポキシ
系シランおよび３－メタクリロキシプロピルトリメトキシシラン等のメタクリロキシ系シ
ランから選ばれる１種以上が例示できる。
本発明においては、上記改質剤を用いる際に、必要に応じて有機過酸化物を組み合わせて
用いてもよい。有機過酸化物の例としては、例えば、 2,5-ジメチル（ t-ブチルパーオキシ
）ヘキサン、 1,3-ビス（ t-ブチル -オキシイソプロピル）ベンゼン、ジクミルパーオキサ
イド及びベンゾイルパーオキサイド等を挙げることができる。
被覆層１を形成する熱可塑性樹脂としては、上記のような非改質樹脂及び改質樹脂を単独
で用いてもよいし、これらのうち少なくとも２種を組み合わせて樹脂組成物として用いて
もよい。
また、被覆層１を形成する熱可塑性樹脂は、必要に応じて各種の下記添加剤を１種以上配
合することができる：
・酸化防止剤、耐熱安定剤、紫外線吸収剤、樹脂状破壊防止剤、帯電防止剤、潤滑剤、可
塑剤、離型剤、難燃剤（耐炎剤）、難燃助剤及び結晶化促進剤（造核剤、結晶化剤）、染
料、及び顔料等。
これらの添加剤は、マトリックスとなる上記の結晶性熱可塑性樹脂に予め配合された形で
用いてもよく、マスターバッチの形で用いてもよい。
被覆層１を作製するには、例えば上記樹脂を予めフィルム状に成形した後、このフィルム
を線状物２の表面にラミネートする方法、溶融状態の熱可塑性樹脂を線状物２の表面にコ
ーティングする方法等によって作製することができる。
被覆層１をラミネートして形成する場合には、例えば、まず必要に応じて改質剤等を混合
した熱可塑性樹脂を押出機に供給して溶融混練し、これを成膜してフィルムを形成する。
これとは別に、例えば、無機繊維３中に、溶融した熱可塑性樹脂を含浸させて線状物２を
形成する。そして、この線状物２を半溶融状態で、予め巻き取っていたフィルムと貼り合
わせてラミネートするものである。
なお、線状物２とフィルムを貼り合わす際に線状物２は必ずしも半溶融状態である必要は
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なく、線状物２を冷却固化させた後、接着剤を用いてフィルムと貼り合わせてもよい。
また、被覆層１をコーティングして形成する場合には、上記線状物２を半溶融状態にした
ままで、この線状物２の表面に熱可塑性樹脂を押し出してコーティングしてもよいし、線
状物２を冷却固化させた後に、この線状物２の表面にコーティングしてもよい。
以下、上記のようにして製造した被覆線状物１００を用いて本発明の長繊維強化ネットを
製造する方法につき、図５を参照して説明する。
まず、テープ状または線状等の形状の被覆線状物からなるネット単糸２０を格子状に配列
し、次いで熱プレスすることにより交点２２を溶融結合させる。
以上のようにして、本発明の長繊維強化ネットを製造することができる。このものはファ
イバーグリッド等の地盤補強用に好適なものである。
なお、本発明の長繊維強化ネットの製造方法としては、上記方法に限定されず、例えばネ
ット単糸２０を、既製の織機や編機にかけて所望のネットに織成し、その後熱プレス成形
する等、任意の方法が採用できる。

本発明の長繊維強化ネットは、軽量で、長期間の使用において寸法が縮むことによりネッ
トを取り付けた枠からネットが外れることがない。
本発明の長繊維強化ネットに用いられる被覆線状物は、折り曲げ耐力が著しく高いもので
ある。そして、この被覆線状物を用いて製造した本発明の長繊維強化ネットは、盛土工法
において引張強度、剛性、クリープ特性及び折り曲げ耐力に優れ、従来の盛土工法におい
て、より高い盛土やより急勾配の盛土が可能となる等の特徴を有する。

以下、本発明の長繊維強化ネットを実施例に基づいて、場合によっては有用な比較例を参
照しながら本発明の長繊維強化ネットを具体的に説明する。しかし、本発明はこれらの実
施例によって何らの制約を受けない。
また、実施例および比較例において用いている用語の定義および測定方法は以下に記載す
る通りである。
<評価方法 >
経日変化（寸法）
実施例１～実施例３および比較例１～３で得られた各ネットの縦横５本づつのネット単糸
に１０ｃｍのマークを付けた後、８０℃に設定された恒温槽に７日間入れ、それぞれのネ
ットの寸法変化率を下記式に基づいて測定した。
寸法変化率（％）＝（元長さ－試験後長さ）／元長さ×１００
数値の小さい方が、寸法変化（収縮率）が少ないことを示す。
また、１１０℃に設定した恒温槽に０．５日間入れた時の寸法変化率も同様の方法で測定
した。
復元性
実施例１で得られる線状物、実施例２および実施例３で得られる被覆線状物ならびに比較
例１～比較例３を構成する線材を、それぞれ２００ｍｍの長さに切断し、２つ折りして完
全に折り畳んだ後、折り曲げる力を解放し、元の状態に復元するかを下記の評価基準に基
づいて測定した。
　
　
　
引張強度
実施例４～７および比較例４～６で得られた各ネットの縦方向と横方向に対して、２０ｃ
ｍ幅のサンプルを作成し、これを用いて引張試験を行った。得られた破断荷重を１ｍ換算
し、ネットの縦方向＊横方向の引張強度とした。
折り曲げ耐力
実施例４～７および比較例４～６で得られる各ネット単糸を、２つ折りして１箇所を完全
に折り畳んだ後、元に戻し、ＪＩＳ　Ｚ１５２７ -1976に準じて引張試験を行って破断強
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度を測定する。次に、得られた破断強度を基に、折り畳む前の破断強度に対する折り畳ん
だ後の破断強度の百分率を計算し、この値を折り曲げ耐力とした。
反り変形性
実施例４～９および比較例４で得られた各ネットを平面に静置し、ネット端部が平面上か
ら浮き上がっている長さを測定する。この数値が小さい程、形状精度の高いネットが得ら
れることを表す。
クリープ特性
実施例４で得られるネットおよび比較例５のジオグリッド材を構成するネット単糸に、各
ネット単糸の破断強度の１／２に相当する荷重をかけ（実施例４は８３３Ｎ、比較例５は
４９０Ｎ）、そのとき各ネット単糸に生じる歪みをクリープ特性とした。クリープ特性は
、測定機器として東洋精機製オートグラフを用い、チャック間距離７０ｍｍで測定した。
［実施例１］
図７に示す装置を用いてネット単糸となる線状物を製造した。即ち、押出機３２を用いて
、無水マレイン酸改質ポリプロピレン [ＭＦＲ（２３０℃：２１．１８Ｎ）１００ｇ／１
０ｍｉｎ ]を溶融した２７０℃の温度の浴３４中に 4000本の個々のフィラメントを集束し
たガラスロービング３６を２本通し、浴槽の出口に設けた内径２．５ｍｍφのノズル（不
図示）を通過させたのち、溶融樹脂が含浸したガラスロービングを引き出した。
冷却ロール（ニップロール）３７を通して溶融樹脂を冷却固化させ、ガラス繊維含有率６
０重量％の線状物３８を得た。
得られた線状物をネット単糸とし、該単糸をクリンプ織機に掛け網目１７ｍｍ目のネット
にした。得られたネットおよび線状物の特性を前記評価方法に準じて測定した。その結果
を表１に示す。
［実施例２］
実施例１で得られた２．５ｍｍφの線状物３８を押出機４０の被覆用ダイス４２に導き、
被覆厚さが０．５ｍｍとなるように低密度ポリエチレン樹脂（ペトロセン３４９Ｍ．Ｉ＝
１３）を線状物全面に均一に被覆した後、冷却槽４４を通して冷却固化して３．５ｍｍφ
の被覆線状物４６を得た。
得られた被覆線状物をネット単糸とし、該単糸をクリンプ織機に掛け網目１７ｍｍ目のネ
ットにした。得られたネットおよび被覆線状物の特性を前記評価方法に準じて測定した。
その結果を表１に示す。
［実施例３］
実施例１で得られた２．５ｍｍφの線状物３８を押出機４０の被覆用ダイス４２に導き、
被覆厚さが０．５ｍｍとなるように低密度ポリエチレン樹脂（チッソポリエチレンＭ８５
０　Ｍ．Ｉ＝５）を線状物全面に均一に被覆した後、冷却槽４４を通して冷却固化して３
．５ｍｍφの被覆線状物４６を得た。
得られた被覆線状物をネット単糸とし、該単糸をクリンプ織機に掛け網目１７ｍｍ目のネ
ットにした。得られたネットおよび被覆線状物の特性を前記評価方法に準じて測定した。
その結果を表１に示す。
［比較例１］
１．０ｍｍφのステンレススチール線材を用いてネットおよびそれを構成する線材（ネッ
ト単糸）の特性を前記評価方法に準じて測定した。その結果を表１に示す。
［比較例２］
４．０ｍｍφのポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）線材を用いたネット（アイワ化成
社製商品”プラスチール”）およびそれを構成する線材（ネット単糸）の特性を前記評価
方法に準じて測定した。その結果を表１に示す。
［比較例３］
二軸延伸ポリプロピレンネット（三菱油化社製商品”テンサーＳＳ１”）およびそれを構
成する線材（ネット単糸）の特性を前記評価方法に準じて測定した。その結果を表１に示
す。
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［実施例４］
図７に示す装置を用いてネット単糸となる被覆線状物を製造した。即ち、押出機３２を用
いて、無水マレイン酸改質ポリプロピレン［結晶融点（Ｔｍ：ＤＳＣ測定）１６０℃、Ｍ
ＦＲ（２１．１８Ｎ：２３０℃）１３０ｇ／１０ｍｉｎ］を溶融した２７０℃の温度の浴
３４中に 4000本の個々のフィラメントを集束したガラスロービング３６を６本を通し、浴
槽の出口に設けた 30mm× 0.5mmのダイス（不図示）から溶融樹脂が含浸したガラスロービ
ングを引き出した。
冷却ロール（ニップロール）３７を通して溶融樹脂を冷却固化させ、線状物３８を得た。
続いて、得られた線状物３８を押出機４０の被覆用ダイス４２に導き、被覆厚さが０．５
ｍｍとなるように結晶性ポリプロピレン［結晶融点（Ｔｍ：ＤＳＣ測定）１６０℃、ＭＦ
Ｒ（２１．１８Ｎ：２３０℃）２．０ｇ／１０ｍｉｎ］で線状物全面に均一に被覆した後
、冷却槽４４を通して冷却固化して被覆層を形成した。得られた、被覆線状物４６は幅３
３ｍｍ、厚さ１．４４ｍｍの大きさのものであった。
得られた被覆線状物４６の特性を、前記評価方法に準じて測定した。その結果を表２に示
す。
得られた被覆線状物は何れも引張強度，折り曲げ耐力，引張クリープ特性に優れたもので
あった。
上記被覆線状物を用いて本発明の長繊維強化ネットを製造した。即ち、被覆線状物をネッ
ト単糸として用い、図５に示すように縦２００ｍｍ間隔で、また横２００ｍｍ間隔で積層
し、１８０℃の熱プレスで溶融接着した。得られたネットを、前記評価方法に準じて測定
した。その結果を表２に示す。
［実施例５］
実施例４の被覆厚さを０．３５ｍｍとなるように被覆層の厚みを変えた以外は実施例４と
同様の方法で幅が３２．７ｍｍ、厚さ１．１４ｍｍの大きさの被覆線状物４６を得た。
得られた被覆線状物４６の特性を、前記評価方法に準じて測定した。その結果を表２に示
す。
得られた被覆線状物は何れも引張強度，折り曲げ耐力，引張クリープ特性に優れたもので
あった。
上記被覆線状物を用いて本発明の長繊維強化ネットを製造した。即ち、被覆線状物をネッ
ト単糸として用い、図５に示すように縦２００ｍｍ間隔で、また横２００ｍｍ間隔で積層
し、１８０℃の熱プレスで溶融接着した。得られたネットを、前記評価方法に準じて測定
した。その結果を表２に示す。
［比較例４］
実施例４の溶融樹脂が含浸した線状物３８を被覆用のダイス４２を通さずに冷却ロール３
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６を通して冷却し、幅３２ｍｍ、厚さ０．４４ｍｍの大きさの線状物３８を得た（なおこ
の線状物３８のガラス繊維含有率は６２重量％であった。）。
得られた線状物３８の特性を、前記評価方法に準じて測定した。その結果を表２に示す。
得られた線状物は、引張強度および引張クリープ特性には優れるものの、折り曲げ耐力は
劣ったものであった。
上記線状物を用いて本発明の長繊維強化ネットを製造した。即ち、線状物をネット単糸と
して用い、図５に示すように縦２００ｍｍ間隔で、また横２００ｍｍ間隔で積層し、１８
０℃の熱プレスで溶融接着した。得られたネットを、前記評価方法に準じて測定した。そ
の結果を表２に示す。
［実施例６］
図７に示す装置を用いてネット単糸となる被覆線状物を製造した。即ち、押出機３２を用
いて、無水マレイン酸改質ポリプロピレン［結晶融点（Ｔｍ：ＤＳＣ測定）１６０℃、Ｍ
ＦＲ（２１．１８Ｎ：２３０℃）１３０ｇ／１０ｍｉｎ］を溶融した２７０℃の温度の浴
３４中に 4000本の個々のフィラメントを集束したガラスロービング３６を３本通し、浴槽
の出口に設けた 30mm× 0.5mmのダイス（不図示）から溶融樹脂が含浸したガラスロービン
グを引き出した。
冷却ロール（ニップロール）３７を通して溶融樹脂を冷却固化させ、線状物３８を得た（
なおこの線状物のガラス繊維含有率は３０重量％であった）。続いて、得られた線状物３
８を押出機４０の被覆用ダイス４２に導き、被覆厚さが０．５ｍｍとなるように結晶性ポ
リプロピレン［結晶融点（Ｔｍ：ＤＳＣ測定）１６０℃、ＭＦＲ（２１．１８Ｎ：２３０
℃）２．０ｇ／１０ｍｉｎ］で線状物全面に均一に被覆した後、冷却槽４４を通して冷却
固化して被覆層を形成した。得られた、被覆線状物４６は幅３３ｍｍ、厚さ１．４４ｍｍ
の大きさのものであった。
得られた被覆線状物４６の特性を、前記評価方法に準じて測定した。その結果を表２に示
す。
得られた被覆線状物は、引張強度、折り曲げ耐力および引張クリープ特性に優れたもので
あった。
上記被覆線状物を用いて本発明の長繊維強化ネットを製造した。即ち、被覆線状物をネッ
ト単糸として用い、図５に示すように縦１００ｍｍ間隔で、また横１００ｍｍ間隔で積層
し、１８０℃の熱プレスで溶融接着した。得られたネットを、前記評価方法に準じて測定
した。その結果を表２に示す。
［実施例７］
実施例５で得られた被覆線状物をネット単糸として用い、図１に示すように縦２００ｍｍ
間隔で、また横２００ｍｍ間隔となる様に、織機に掛けてネット状にした後、１８０℃の
熱プレスで溶融接着した。得られたネットを、前記評価方法に準じて測定した。その結果
を表２に示す。
［比較例６］
比較例４で得られた線状物をネット単糸として用い、図１に示すように縦２００ｍｍ間隔
で、また横２００ｍｍ間隔となる様に、織機に掛けてネット状にした後、１８０℃の熱プ
レスで溶融接着した。得られたネットを、前記評価方法に準じて測定した。その結果を表
２に示す。
［比較例５］
ＦＲＰネット（ネステム協会製商品”ネステムＧＢ５”）を、前記評価方法に準じて測定
した。その結果を表２に示す。
また、図８に実施例４および比較例５のそれぞれのネット単糸の引張りクリープ特性を示
した。
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なお、本発明は、上記の実施例に限定されるものでなく、上記の説明から当業者が容易に
類推しうる全ての変更実施例を包含するものである。
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